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概 要

現行の液状化予測には応力法が広く使われているが，いっぽう液状化挙動は地震応力波形の違いに依らず

土中で損失するエネルギーと直結していることが実験的に示されており，エネルギー法の適用性が高いこ

とが知られている。このような背景の下，地盤工学会では 2015～2018 年度にわたり世界的にも前例の少な

い「エネルギーに基づく液状化予測法に関する研究委員会」が活動した。本文は地盤工学ジャーナル／エ

ネルギー委員会特集号の巻頭言として，委員会報告書をベースに筆者の個人的視点も加え研究展望として

まとめたものである。まず過去 40 年におよぶエネルギーによる液状化の研究の流れを整理し課題を確認し

た。次に地盤の液状化エネルギー容量（R 側）については，損失エネルギーが水圧上昇や発生ひずみと一意

的関係にあり，応力法の液状化強度比とも土質に依らず密接に関連付けられることを原地盤採取試料の試

験結果を含めたデータで示すことができた。一方，地震波動エネルギー（L 側）についてはその定義法を確

認し実地盤での計算例を示した。さらに，R 側と L 側のエネルギーを対比して液状化挙動を予測するため

に提案された 3 種類のエネルギー法を取り上げて仮想均質地盤や実地盤に適用し，従来の応力法や有効応

力解析による予測も含め結果の相互比較を行った。その結果エネルギー法相互間にも差異はあるものの，

波形特性に関わらず損失エネルギーのみで予測できるエネルギー法の特長が確認でき，地震動の特性によ

っては応力法と異なる予測が得られた。エネルギー法相互間の差異についてはさらに吟味を重ねる必要は

あるが，液状化挙動は本来損失エネルギーにより一意的に決定され，液状化による地盤剛性の変化や地盤

沈下なども損失エネルギーにより連続的に評価できる可能性を考えれば，現行の応力法のみに依存するの

ではなくエネルギーによる液状化予測法も今後の設計指針に取り入れていくべきである。
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1. はじめに

Seed-Idriss の研究 1)以来，標準的方法として使われてき

た力の釣り合いに基づいた液状化予測法（応力法）では，

加速度により地盤に発生するせん断応力と砂の非排水繰

返し強度の大小関係を比較している。本質的に不規則な地

震動による地震時せん断応力と繰返し強度を比較するた

めには，地震波を液状化挙動の観点から見て等価な一定振

幅で有限波数の正弦波に変換する手続きが必要となる。こ

の際，地震マグニチュードや断層距離，地盤の特性などに

関わる種々の地震動パラメータ（最大振幅，継続時間，波

形，地盤動的応答，地盤深度など）の影響を考慮すること

が必要であり，そのための係数を導入し不規則波から正弦

規則波への変換を行っている。特に近年の日本のように地

殻内地震からプレート境界地震まで発震機構の違いによ

り，振幅・卓越周期・継続時間・等価繰り返し回数などが

異なる種々の地震が頻繁に発生する条件では，これが液状

化予測結果に含まれる大きな不確定要素となり，地震によ

る液状化発生の度に波形特性が議論の対象となる。

一方，液状化発生に直結する物理量として，せん断応力

の代わりにひずみを重視する方法 2）や損失エネルギーに

着目した液状化予測法 3）4）も提案されている。特にエネル

ギーについては，非排水繰返しせん断試験での間隙水圧上

昇が，土の内部損失エネルギーと密接に関連していること

が多くの研究で指摘され 5）6）7）8）9)，地震動の繰返し回数

や波形などに関わらずそのエネルギーにより液状化発生

を一意的に評価できる可能性が示されてきた。また，水圧

上昇だけでなく液状化に伴う発生ひずみも損失エネルギ

ーと一意的関係があり，過剰間隙水圧が 100%上昇し初期

液状化に至った時点以降も地震波形の特性に依らないほ

ぼ一意的関係を保つことが示されている 10)。

図 1 には一例として継続時間が極端に異なるマグニチ

ュード MJ=9.0 の 2011 年東北地方太平洋沖地震と MJ=7.2
の兵庫県南部地震の波形を用いた砂（Dr～50%）の中空ね

じりせん断液状化試験の結果を示すが，水圧上昇率が損失

エネルギーによりほぼ一意的に評価できることが分かる。

つまり継続時間の長い海溝型地震や地殻内で起きる短く

激しい揺れの直下地震に対しても統一的に液状化予測を

行うことが可能であり，エネルギーに基づいた方法が如何
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に優れているかはこの例からも明らかである。 

それにも関わらず，エネルギーによる判定法は実務の場

で使われるまでには至っていない。その大きな理由は耐震

設計法全般について，設計震度や加速度を用いた力の釣合

いに基づいた考え方が歴史的に主流となってきたためで

ある。しかし液状化が関わる地盤や土構造物では，地震波

形の中の最大ピークに対応した応力で破壊が決まるより

は応力～ひずみ履歴の累積的効果である累積エネルギー

により破壊が支配される特性がある。したがって，応力よ

りはエネルギーが液状化メカニズムの説明変数として本

来優れており，実務への適用性も大きいはずである。 

このような背景の下，地盤工学会に 2015～2018 年度の

4年間にわたり「エネルギーに基づく液状化予測法に関す

る研究委員会」が設立され，エネルギー法の実用化を目指

した調査研究が行われ報告書が纏められた 11)。 

以下ではその報告書をベースにしつつ，エネルギーから

見た液状化研究の経緯，エネルギー法を特徴付ける損失エ

ネルギー～液状化挙動関係の一意性，地震波動エネルギー

の定義・計算例，損失エネルギーとの対比による液状化評

価法の説明と適用例ならびに応力法などとの対比，残され

た課題などについて筆者の個人的見解を含めて述べる。 

 

2. エネルギー的視点による液状化研究の経緯 

 

エネルギー的視点から液状化現象に迫る研究が始まっ

てから 40 年ほど経過した。それらは土質材料の持つ液状

化エネルギー容量（Energy capacity：R 側）に関するもの

と，地震波が運んでくる供給エネルギー（Energy demand：

L 側）の二つに大別できる。R 側からの研究が圧倒的に多

いが，近年多く得られるようになった地震観測データによ

る L 側の研究も行われてきた。さらに R 側と L 側の比較

の仕方を工夫して液状化予測法の開発もされてきた。この

間の研究の発展経緯を分類分けし簡単に振り返る。 

 

1) 液状化エネルギー容量の理論的研究（R側） 

エネルギー容量に関する研究の先駆けとして挙げられ

るのは Nemat-Nasser & Shokooh12)による半ば理論的研究で

ある。これは緩い砂が繰返し載荷により排水条件では密実

化し非排水条件では液状化する現象を粒子の再配分によ

るエネルギーの変化と捉えて関係式を構築し，実験データ

の説明を試みたものである。さらに近年には，個別要素法

（DEM）を用いて解析的に粒子間のひずみエネルギーが

水圧上昇によって解放されるプロセスを再現する研究も

行われている（Morimoto et al. 13）, Kazama et al.14)）。 

 

2) 液状化エネルギー容量の実験的研究（R 側） 

砂を使った非排水繰返し載荷室内実験によって液状化

挙動に関わるエネルギー概念の有効性を示す研究は日本

を中心として行われてきた。Towhata & Ishihara5)は正弦波

の非排水中空ねじり繰返しせん断試験により，軸差せん断

応力とねじりせん断応力を組み合わせた種々の応力経路

によっても，間隙水圧の上昇率が損失エネルギー（shear 

work）によって一意的に表せることを示した。Yanagisawa 

& Sugano6)はやはり中空ねじりせん断試験によりひずみ制

御の下でひずみ履歴の影響を調べ，正弦波だけでなく不規

則波においても水圧上昇率が損失エネルギーと一意的関

係にあることを示した。類似の研究は米国で Figueroa et al. 
7)により行われ，異なる有効拘束圧の下でのひずみ制御試

験で水圧上昇率～損失エネルギー関係の一意性が示され

た。また液状化実験データを使い，例えば Green et al.15)や

Jafarian et al.16)により水圧上昇率～損失エネルギー関係の

モデル化が提案されている。また繰返し三軸試験により礫

を含むまさ土について発生ひずみとの一意性が初期液状

化段階まで見られることが報告されている（原ほか 17））。 

いっぽう，繰返し載荷試験機とコンピュータを組み合わ

せたハイブリッド実験により土質材料の損失エネルギー

を調べる実験も行われ，損失エネルギーと水圧上昇や発生

ひずみとの密接な関係が指摘された（片田ほか 18），下村ほ

か 19, 20, 21)）。 

これらの主に水圧上昇に着目した液状化予測ではなく，

風間ら 22) 23) 24)は液状化を考慮した設計において重要な地

盤の剛性低下の程度を評価する方法として応力制御より

はひずみ制御試験の優位性を指摘し，種々の土質材料でひ

ずみ振幅を段階的に増やしながら載荷するひずみ制御試

験により累積損失エネルギーを調べ，まさ土・砂質土・粘

性土など土質による靱性の違いを明確に差別化できるこ

とを示している。 

國生 9）は応力制御三軸試験による相対密度 Dr，細粒分

含有率 Fc の異なる砂供試体の正弦波による液状化試験デ

ータについて累積損失エネルギーが水圧上昇率 ru のみで

なく個々の Dr や Fc の条件ごとに両振幅軸ひずみ εDA と良

い一意的相関があり，初期液状化（ru=100%）以降の大ひ

ずみ発生を伴う激しい液状化現象の良い指標となること

を示した。また応力法による液状化予測で使われる初期液

 
図 1 M9.0 と M7.2 の地震波での損失エネルギーに対する 

過剰間隙水圧上昇率 11) 
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状化の強度比（ru=100%や εDA=5%などに対応した応力比 RL）

とも Dr や Fcに依らずかなり良い相関があり，現行の応力

法で使われる液状化強度データからエネルギー法での液

状化エネルギー閾値を容易に決定できることを示した。 

このように液状化現象でのエネルギー容量の有用性の

認識が広まると共に，砂の液状化特性・変形特性・体積ひ

ずみなどを従来の応力比のみでなく損失エネルギーと関

連付けて評価する研究も見られるようになった（中山ほか

25），仙頭ほか 26)，大島ほか 27)）。 

一方，不規則波載荷による液状化現象で良く用いられる

疲労破壊理論例えば 28)とエネルギーの一意性について調べ

た研究の一例として Pan & Yang29)が挙げられる。応力制御

三軸試験により大小の応力振幅パルスから構成される不

規則波の載荷を行い，水圧上昇率は最大振幅パルスの表れ

る順番により変動することから疲労理論の適用性は低い

が，累積損失エネルギーとは最大振幅の表れる順番に関わ

らずほぼ一意的関係があることから，エネルギー概念の優

位性を明らかにしている。 

波形の不規則性の影響については，中空ねじり試験機を

用いた研究（國生ら 10））で，水圧上昇率や発生ひずみがマ

グニチュード・震源距離の異なる種々の地震波についても

累積損失エネルギーにより初期液状化まではほぼ一意的

に評価できるが，7.5%を超える大きな両振幅せん断ひずみ

領域では波形によるバラツキが拡大することが示され，そ

の原因の一つとして不規則波では両振幅ひずみだけでは

表せない中立ひずみの変動が損失エネルギー発生に関わ

っている可能性が指摘されている。 

またエネルギー概念の応用的研究として，リングねじり

せん断試験で得られた累積損失エネルギー～累積せん断

ひずみ関係から再液状化に対する抵抗性の変化を容易に

評価する研究（古関ら 30））や，液状化強度がエネルギーで

一意的に評価できることを前提に，少ない液状化試験デー

タから応力法での液状化強度曲線を簡易に求める工夫（本

多・重野 31））などの実験的研究も行われている。 

 

3) 地震波動エネルギーの研究（L 側） 

L 側のエネルギーについては，地震波動のエネルギー全

体を直接規定することはせず前述のように地盤モデルに

規定の地震動を入力し地盤応答解析によりひずみエネル

ギーを計算する方法が風間ら 8) 32)によって採用されてきた。 

これに対し波動エネルギーを直接把握する立場から，國

生・本山 33)は兵庫県南部地震での鉛直アレー記録の分析か

ら SH 波重複反射の仮定に基づき地盤内での上昇エネルギ

ーと下降エネルギーを計算し，その差分である地盤内で失

われる損失エネルギーが液状化層で大きくなる傾向を神

戸 PI の鉛直アレー記録により明らかにした。 

また，地盤内での地震波動のエネルギーフローの特性を

検討し，基盤から地表に近づくほど上昇波動エネルギーは

地層境界での波の反射や地盤内部減衰のために減少する

一般的傾向があることを示した（國生ほか 34)）。さらに 30

地点での９つの強地震の鉛直アレー記録分析により，上昇

波動エネルギーは地表に近づくほど急激に減少すること，

2 層間のエネルギー減少割合は対応するインピーダンス比

のほぼ 0.7 乗に比例すること，基盤での入射エネルギーは

地震マグニチュードと震源距離を使い実体波の球面減衰

と Gutenberg による放出エネルギー式 37)から概略計算でき

ることを示した（國生・鈴木 35) 36)） 

 

4) R 側と L 側の対比による液状化予測法の研究 

前記の理論的研究 12)の影響を受け，エネルギー概念によ

る液状化予測法が Davis & Berrill3)，Berrill & Davis4)により

提案された。これは砂層のエネルギー容量については標準

貫入試験 N 値と関連付け，サイトへの地震供給エネルギ

ーについては Gutenberg-Richter 式 37)と地震実体波の距離

減衰式 38)をベースとした経験式で評価している。多地点の

液状化履歴データに基づき液状化・非液状化を分ける境界

線を描き，それを液状化応力比～N 値関係とする手法を使

っている。類似の研究として Law et al. 39)などが挙げられ

るが，いずれにおいても地震供給エネルギーは経験式によ

るサイトでの代表値を指定するのみで，地盤のどの深度で

定義するかについては述べられていない。 

一方，風間ら 8) 32)は，地震波を入力する等価線形地震応

答解析により地盤各深度で費やされる累積損失エネルギ

ーを累積ひずみエネルギーから等価減衰定数を用いて計

算し，対応する地盤が蓄え得る液状化エネルギー容量と対

比することにより液状化予測する方法を提案し，神戸PI地

盤に兵庫県南部地震・三陸はるか沖地震など多くの強震記

録を入力することによりその適用性を明示した。 

他方で下村ら19) 20) 21)は，繰返しせん断試験とコンピュー

タを結んだハイブリッド液状化実験を行って地盤に入力

する損傷エネルギーと地盤各層への分配率，それによる液

状化程度を建築上部構造でのエネルギーの釣合に基づく

設計法の枠組みに倣って評価する研究を行ってきた。 

それらとは異なる観点から，國生ら 9) 40) 41)は波動エネル

ギーの定義式に遡り地盤への供給エネルギーとして地震

SH 波の累積上昇エネルギーEu を各層で計算する方法を提

示した。これを地盤各層が液状化するまでのエネルギー容

量と対比することにより液状化予測する方法を提案し，現

行の応力法と比較検討した。均質地盤モデルや液状化履歴

のある実地盤について種々の地震波を入力した結果，幾つ

かの地震波では応力法と類似の結果となる一方で，加速度

振幅に比して波動エネルギーが過大または過小なような

地震波では両者に食い違いが現れることを示した。さらに，

波動論，粘弾性モデル，砂の液状化試験データに基づき，

本予測法で採用した上昇エネルギーの算出法やエネルギ

ー容量との対比法の根拠を示した（國生 41))。 

 

以上のようにエネルギー的視点からの液状化研究は，R

側での多くの研究により損失エネルギーと水圧上昇，発生

ひずみ，剛性低下などの液状化挙動との間に波形の違いに

依らないほぼ一意的関係が示されている。また，応力法で

の液状化強度と対応する累積損失エネルギーの間にも相
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関関係が確認されている。また，損失エネルギーに着目す

ることにより土質による変形性・靱性の違いなどを明確に

差別化でき，性能設計に資することも指摘されている。 

ただし，大多数の研究は人工的な室内調整試料で行われ，

原地盤での多様な乱れの少ない試料についての系統的研

究が不足していることから，その点が今回の委員会活動の

大きな狙いの一つとなった。 

このように R 側の研究は進んでいるものの，エネルギー

による液状化予測法は未だ実用化段階に至っていない。こ

れには歴史的背景と共に，原地盤で地震波動がもたらす L

側のエネルギーを R 側エネルギーとどのように対比する

かについての検討がまだ不十分なことに大きな理由があ

ると思われる。このため特に液状化事例との比較を含めた

実証的研究の積み重ねが必要とされる。 

以下ではこのような背景のもと，まず R 側について損失

エネルギー～液状化挙動関係を例示しその一意性につい

て原位置試料の試験データを含め確認すると共に，L 側に

ついては地震波動エネルギーの定義法とその実測データ

を紹介する。さらに前記委員会 11)の主要目的の一つであっ

たエネルギーによる液状化予測法の比較検討について，3

種類の予測法を取り上げて幾つかの地盤モデルと入力地

震動へ適用し問題点を整理した結果について述べる。 

 

3. 損失エネルギーとその一意性 

 

液状化現象における損失エネルギーと間隙水圧上昇と

の関係は理論的研究とその後の実験的研究でその一意性

が実証されてきたことは前述の通りである。さらに水圧が

100%上昇した初期液状化以降についても発生ひずみと損

失エネルギーの一意的関係が実験的に示されている。 

まず始めに，損失エネルギーの定義法を確認しておく。

図 2 には Dr=51%の砂の三軸試験による軸差応力 d と軸

ひずみ  の関係を例示している。これより 1 サイクルの損

失エネルギー W は図中の履歴面積 A-B-C-D であり，そ

れを繰返し回数 k=1 から任意のサイクルまで累計するこ

とにより累積損失エネルギーが次式で計算できる。これは

単位体積当たりのエネルギーであり，応力の次元に一致す

ることは容易に分かる。 

D

dA
kk

W d     
                                (1) 

図 3 には，このようにして得られた累積損失エネルギー

∑ΔW を有効拘束圧 σ'c で除して無次元化した基準化累積

損失エネルギー（文中では「損失エネルギー」と略称する

場合あり）∑ΔW/σ'c を横軸にとり，縦軸には対応する軸ひ

ずみ DA と水圧上昇率 cu  をとって示している。 cu 

は Drの大きな違いにも関わらず∑ΔW/σ'c =0.02 前後でほぼ

cu   =100%に上昇する相関関係があり，損失エネルギー

は液状化発生までの非常に良い指標であることが分かる。

また，軸ひずみと損失エネルギーの関係も相対密度 Dr ご

とに（Dr 設定誤差によるばらつきはあるものの）ほぼ同じ

経路で∑ΔW/σ'c に対して単調増加していると見なすこと

ができよう。つまり水圧上昇だけでなく，液状化発生以降

も含めて発生ひずみの評価が損失エネルギーにより可能

であると言える。しかも，供試体ごとに異なる応力比（RL）

で載荷し液状化に達する繰返し回数(NL)も大きく異なる

にも拘らず，同じ Dr に対してはほぼ同一のカーブとなる

点はエネルギーの一意性を裏付けるものである。 

図 4 は中空ねじりせん断試験による Dr≒50%の砂の異

なる振幅の正弦波と数種類の地震波を用いた液状化試験

 
図 3. 三軸試験での∑ΔW／σ'cに対する水圧上昇率 

Δu／σ'c と軸ひずみ ε との関係 （Dr≈30, 50, 70%）9) 

 

 
図 4. 中空ねじり試験での基準化損失エネルギー ∑ΔW／σ'cに対

するせん断ひずみ γの関係 Dr≈ 50%10) 

0.00 0.04 0.08 0.12 0.16
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0

5

10

15

20

25

 軸
ひ

ず
み

  
 

D
A
  

  
(%

)

 

間
隙

水
圧

比
  

r u
 =

 
u/

'
c

基準化累積損失エネルギー  W/c'

  ru    ひずみ    Dr (%)

      30 (27-36)
      50 (49-53)
      70 (69-71)

0.00 0.02 0.04 0.06 0.08 0.10 0.12
0

4

8

12

16

20

24

28

32

Dr～50%, Fc=0%, c' =98 kPa

 

基準化累積損失エネルギー  W/c'

 両
振

幅
せ

ん
断

ひ
ず

み
  

 
D

A
  

  
(%

) 中塗り記号 : 正弦波載荷
  載荷繰返し数：NL=4-55

中空記号 : 不規則波載荷
 ゼロクロス数：Nzc=7-138

 
 

図 2. 三軸液状化試験による軸応力～軸ひずみ関係の例示 9) 
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で得られた損失エネルギーと両振幅せん断ひずみのプロ

ットを示す。正弦波では試験ごとに載荷応力振幅を変えて

液状化に至る載荷回数が NL=4～55 もの違いがあるにも拘

わらず，初期液状化に対応したせん断ひずみ 7.5%に

/ cW    =0.02～0.04 で達しておりやはりほぼ一意的関係

となることが分かる。さらにゼロクロス数が Nzc=7～138 と

波形・継続時間が大きく異なる多種の不規則波に対しても

正弦波と同じく，損失エネルギーはひずみと少なくとも初

期液状化時点まではほぼ一意的関係を保っていることが

分かる。初期液状化以降の大ひずみに対しては地震動の不

規則性による±20%程度のひずみのばらつきは無視しえ

ないが，設計裕度として取り扱うことができよう。 

次にこの一意性のある損失エネルギーと従来の応力法

で使われている等価繰返し回数 NL に対応して決まる液状

化強度比 RL との関連を知っておくことは重要である。 

図 5(a)は三軸試験で室内調整砂の Dr と細粒分含有率 Fc

を変化させた多くの実験を行いその液状化強度曲線から

Nc=20 回で軸ひずみ両振幅 εDA=2, 5, 10%に達する液状化強

度比 20 2L d cR    を読み取り，同じ εDA に達するための

基準化エネルギー∑ΔW/σ'c との関係をプロットしている 9)。

これより，バラツキはあるものの RL20に対し∑ΔW/σ'cが単

調に増加する傾向は明らかであり，しかも Fc の値に関わ

らずほぼ一意的関係が成り立つことが読み取れる。εDA=5%

の丸印のプロットを２次曲線で近似すると図中の太い実

線カーブによる式(2)が得られる 9)（決定係数 R2=0.87）。 

2
202.4 ( 0.1) 0.008c LW R                       (2) 

これより，少なくとも再調整試料については Dr や Fcの大

小に依らず∑ΔW/σ'c～RL 関係はほぼ一意的に定まると判

断できる。 

一方，図 5(b)には多くの自然地盤のボーリング孔でチュ

ーブ採取したコア試料についての同様な試験結果を示す
11) 42)。この場合，繰返し載荷三軸試験に特有の良く知られ

た性質として，伸張側へひずみが偏る傾向が液状化強度の

大きな土ほど現われ易い。それにともない，試験で載荷す

る繰り返し応力比 RL によって同じひずみが生じるための

損失エネルギーが変化し見掛け上エネルギーの一意性が

成り立たないように見える 11)。しかし，原位置の土が SH

波により受ける応力状態を忠実に再現できる中空ねじり

せん断試験に依ればこのような傾向は見られない。そこで

三軸試験特有のこの傾向を近似関数で補正し NL=20 に対

する RL20 に変換すると，式(2)と同じ関数形で多少大きめ

の値をとる次式が土質・原位置 N 値・細粒分含有率などに

関わらずほぼ一意的に得られることが示されている 43)。 

2
203.5 ( 0.1) 0.008c LW R                        (3) 

この式により多様な土質に対し応力法での液状化強度

から簡単に初期液状化に対応した損失エネルギーが計算

できる。なお NL=15 に対する RL15と∑ΔW/σ'cとの関係式も

同様に誘導できるが 43)，いずれの∑ΔW/σ'cもエネルギーの

一意性を考えれば等しくなければならないことになる。 

 

4. 地震波動エネルギーの算出 

 

次に L 側の波動エネルギーの算出法を確認し，計算例を

示す。SH 波の重複反射を前提とすれば，液状化検討対象

層の上昇エネルギーEu は，その層での上昇波速度波形 u

（上昇波加速度波形の時間積分で計算）の 2 乗を地震継続

時間 t1 全体にわたり積分し，地層の S 波インピーダンス

ρ sV を乗じることにより次式で求められる 44) 38)。 

 
2

0
ρ

t

u sE V u dt                                    (4) 

図 6 には９つの強地震における全国 30 か所の鉛直アレ

ー地震観測点での記録を使って成層地盤モデルの等価線

形重複反射解析を行い，各層での上昇波を用いて式(4)に

より計算した上昇エネルギー uE の深度 z に対する変化を

片対数グラフで示している 35)。入力エネルギーの大小に関

わらず，大多数の地点で最深部に到達した上昇エネルギー

が地表に近づくほど 1/10 以下に急激に減少することが分

かる。従来，波動エネルギーが基盤から地表まで上昇して

いく過程で，例えば Joyner & Fumal45)の地盤の増幅率評価

に見られるように，波動エネルギーがほぼそのまま保たれ

 
 

 
図 5. 三軸液状化試験による損失エネルギー∑ΔW／σ'cと RL20の 
関係：(a)室内調整試料(Dr=30～70%, Fc=0~20%)9), (b) 多地点での

原地盤コア採取試料(N1=0~23, Fc=1~97%)11) 43) 
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ると考えることが多かったが，実際は地盤深部に到達した

地震波動エネルギーは地表に近づくにしたがって大半の

地点で大幅に減少することが分かる。 

図 6 の Eu の深度分布に基づき，各地点の成層地盤モデ

ルで隣接する 2 層それぞれの上部境界に入射する上昇エ

ネルギーEuの比〔上層/下層；β = (Eu)upper /(Eu)lower〕を計算

し，対応する２層のインピーダンス比〔上層/下層；α 

=(ρVs)upper /(ρVs)lower〕に対して図 7 にプロットしている 36)。

一般にインピーダンス ρVsは浅くなるほど小さくなるから

インピーダンス 0 ≤ α ≤ 1.0 の範囲のみ着目すると，次式に

より近似できる 36)（R2=0.77）。当然ながら，α=0 の場合は

β = 0 となり，α = 1.0 は層境界のない均一層に対応してい

るため上昇エネルギー比は β = 1.0 となる。 
0.70  ： 0 ≤ α ≤ 1.0 (5) 

なお，式(5)は 2016 年熊本地震においても概略適合するこ

とが新たに確認されている 46)。 

図 8 には 30 観測点 9 地震について，鉛直アレー最深部

（深度 100m 内外）での記録から計算された上昇エネルギ

ー(Eu)base（kJ/m2）を震源距離 R （km）に対して両対数グ

ラフに中塗り記号で示す 35) 36)。プロットは大きなバラツキ

を示すが，マグニチュード M の大きさに対応して地震ご

とにグループ化でき，R と共に uE が減少する全体的な傾

向は読みとれる。同図中にプロットした大きな白抜き記号

は鉛直アレー最深部での (Eu)base（同図中の中塗り記号）か

ら式(5)を用いて Vs=3000 m/s，ρ= 2.7 t/m3 に設定した地震

基盤での上昇エネルギー(Eu)s.base を計算した値であり，対

応する同種の中塗り記号に比べすべての地点で増加して

いる。 

図中に記入した右下がりの直線は，実体波の球面波エネ

ルギー拡散を前提とし地震マグニチュード M と震源距離

R（km）から入射エネルギーEIP（kJ/m2）を算定する以下の

経験式で，Davis & Berrill3)が液状化予測に使った式と基本

的に同一である。 

 2
4 1000IPE TE R    

                          (6) 

log 1.5 1.8TE M                                  (7) 

上昇エネルギー(Eu)s.base，(Eu)baseのプロットのバラツキは大

きいが，対応する M についての経験式とある程度整合し

ていることが確認でき，大きく乖離しているプロットの幾

つかについては震源メカニズムにより説明できる可能性

がある 36)。また地震基盤での(Eu)s.base の方が(Eu)base より平

均的には経験式との一致度は高いように見える。 

したがって，地点固有の設計地震動が決まっていない場

合にも，(Eu)s.base により式(5) (6) (7)を用いて地盤各層の上

昇エネルギーEuを概略評価することができる。 

 

5. 損失エネルギーと波動エネルギーとの対比法 

 

前述のようにエネルギー概念による液状化予測法は最

初に Davis & Berrill3)により提案された。そこでは，R 側に

ついては標準貫入試験 N 値から，L 側についてはマグニチ

ュードと震源距離からそれぞれ経験式により算出し，既往

の液状化履歴データから液状化発生の有無の境界を判断

する（米国の応力法 47）と類似の方法をとる）もので，L 側

 
図 6. 鉛直アレー地震観測 30 地点での上昇エネルギーEuの深度  

z 方向への変化 35) 
 
 

 
図 7. 鉛直アレー地震観測 30 地点での地層間上昇エネルギー比

βのインピーダンス比 αに対するプロット 36) 

 

 

 
図 8. 鉛直アレー地震観測 30 地点での最深部または地震基盤で

の上昇エネルギー(Eu)base，(Eu)s.baseと震源距離 R との関係 36) 
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小さい中塗り記号：鉛直アレー最深部，大きい白抜き記号：地震基盤での推定値
兵庫県南部(MJ=7.2) 鳥取県西部(MJ=7.3) 芸予(MJ=6.4) 

十勝沖(MJ=8.0) 中越(MJ=6.8) 福岡県西方沖(MJ=7.0)

能登半島(MJ=6.9) 中越沖(MJ=6.8) 岩手・宮城内陸(MJ=7.2)

M 8.0

M 7.3

M 7.2

M 7.0

M 6.9

M 6.8
M 6.4

：Forward directivityや逆断層上盤側でエネルギー集中の可能性ある地点。
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のエネルギーが定義される深度は規定されておらず，特定

の地層を対象とした R 側と L 側の対比にはなっていなか

った。その後もこのやり方の延長上で L 側のエネルギーに

代わり Arias Intensity48)を使って既往の液状化履歴データ

に基づく類似の方法が提案され 49)，これもエネルギー法と

見なされている。ただし Arias Intensity には地盤の性質（ρVs）

は含まれておらず，加速度波形のみから計算されるため式

(4)で定義される本来の波動エネルギーとは異なる物理量

であり，いわば地盤の液状化に対し地盤とは切り離された

剛盤上の上部構造物モデルへの入力を想定していること

に相当する。 

以下に取り上げるエネルギー法による液状化予測法は

それらとは異なり，地盤の各層ごとに応力法と同様に液状

化抵抗に対応した液状化エネルギー容量（R 側）と，地震

時せん断力に対応した地震入力エネルギー（L 側）との対

比を行うこととしている。 

R 側については，応力法で蓄積された多岐にわたる土質

材料の繰返し載荷試験データを使い，100%水圧上昇ある

いは特定の発生ひずみ振幅（例えば両振幅の軸ひずみ

εDA=5%，せん断ひずみ γDA=7.5%）についての液状化応力比

RL と対応する損失エネルギー∑ΔW/σ'c の関係が例えば式

(2), (3)のように得られる。応力法では RL を定めるに当た

り，想定する地震に対して等価な繰返し回数を例えば

Nc=15，20 のように決める必要があるが，エネルギー法で

は損失エネルギー∑ΔW/σ'c は繰返し回数などの波形特性

に依らず一意的に決定できることは言うまでもない。 

一方，L 側については，ある地点に上昇してくる地震波

動エネルギーのうち，実際に累積損失エネルギー∑ΔW と

して使うことができるエネルギー量を各層毎に決めるこ

とが必要である。ここでは日本で発表されている以下の 3

種類のエネルギー法について検討した。 

 
(1) 等価線形解析による方法（A 法) 

風間ら 8) 32)による方法で，地盤の地震応答解析によっ

て地盤各部の応力～ひずみ履歴ループから損失エネルギ

ー∑ΔW の時刻歴を求める。これは地震動によって地盤内

で履歴減衰により失われるエネルギーであり，入力地震動

が供給する波動エネルギーの定量値そのものはこの方法

では表に現れない。応答解析で計算される地盤で損失され

るエネルギー∑ΔW を，100%水圧上昇あるいは両振幅軸ひ

ずみ εDA=5%などについての土の液状化エネルギー容量と

対比することにより液状化予測ができることになる。使わ

れる解析法としては地盤の非線形挙動をなるべく忠実に

模擬する逐次非線形有効応力解析が考えられるが，それで

は簡易評価法ではなくなる。それに代わり等価線形解析を

使って計算した地盤各部の累積ひずみエネルギーから等

価減衰定数を使って損失エネルギー∑ΔW を算定し液状化

容量と対比する方法がとられる 32)。 

 

(2) 上昇波動エネルギーによる方法（B 法） 

國生 9) 41)による方法で，地震波の供給エネルギーとして

の上昇波動エネルギーEu は波動論に基づいて設計地震波

から式(4)により直接計算するか，あるいは地震マグニチュ

ードと等価震源距離，地層の S 波インピーダンス ρVs から

式(5) (6) (7)によって簡易に決めることもできる 35) 36)。そ

のように算出した地盤各深度での上昇波エネルギーEu と，

液状化を引き起こす地盤材料の累積損失エネルギー∑ΔW

に関連付けられた累積ひずみエネルギー∑W とを対比す

る。このため地盤での SH 波伝播時の波動減衰による損失

エネルギーΔE と地盤材料内の繰返し載荷時の履歴減衰に

よる累積損失エネルギー∑ΔW とを等価に置く必要がある。

すなわち，ΔE を賄う累積波動エネルギーEu と∑ΔW を賄

う累積ひずみエネルギー∑W *を粘弾性波動理論と室内液

状化試験データを使って地盤の各層で直接対比すること

で液状化予測する方法をとっている（∑W *の定義など理論

的背景については文献 41)を参照）。この方法では入力エネ

ルギーが定量的に与えられるため，液状化可能性が R 側だ

けでなく L 側からも把握しやすい。 

 

(3) エネルギー平衡式に基づく方法（C 法） 

酒句ら 19) 20) 21)が提案し，建築構造物のエネルギーの釣

合いに基づく耐震設計法の考え方を地盤に適用した方法

である。1 次元多層地盤を剛基盤上に載る多質点振動モデ

ルに置換え，剛体の工学基盤に与える地動加速度で定義さ

れる全体の入力エネルギーを固有周期 T の 1 質点系のエ

ネルギースペクトルの形で計算する。そのエネルギーを有

効拘束圧や基準ひずみで規定する方式で地盤各層に分配

し，各層のエネルギー容量と比較することにより液状化予

測を行う。この方法でも地震入力エネルギーが定量的に決

められるが，剛基盤を前提としたその定義方法は上記(2)の

地盤中の上昇波エネルギーとは異なる。 

 

6. エネルギーに基づく液状化予測法の適用例 

 

これら 3 種類のエネルギー法を仮想均質地盤と既往液

状化地盤に適用し，相互の比較および応力法 （道路橋示

方書 50），建築基礎構造設計指針 51），港湾施設の技術基準・

同解説 52））との比較を行い，さらに一部では実務で使われ

ている有効応力非線形解析 53)とも比較した。 

 

1) 均質地盤モデル 

図9(a)の仮想均質地盤モデルに図9(b)の道路橋示方書50）に

掲載されている2種類の地震動（タイプI：I-I-1，タイプII：

II-I-1）の振幅を1.0, 0.5, 0.2倍と段階的に変化させVs=350m/s

の基盤より入力した。ちなみに振幅1.0倍での基盤上昇波

累積エネルギー最終値 Euf はタイプIでEuf ≒120kJ/m2，タ

イプIIではEuf ≒60 kJ/m2と2倍程度異なっている。 

表 1 に示すように，振幅 1.0 倍では液状化強度に比して

十分大きいためすべてについて液状化する結果が得られ

現行の応力法とも整合したが，入力振幅を 0.5，0.2 倍と減

少させた場合には応力法と明瞭な違いが現われ，全体的に

エネルギー法の方が液状化しにくい評価となった。また波
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動エネルギーの大きなタイプ I地震動の方が液状化し易い

評価のエネルギー法に対し，応力法では逆の傾向となった。

エネルギー法の間でも不一致が生じたが，これには R 側と

L 側のエネルギー比較法の違いが関わっている。 

2) 2003 年十勝沖地震端野町地盤 

2003 年十勝沖地震（MJ=8.0）の際に震源距離 230km に

あった北海道北見市端野町の極めて密度の緩い造成農地

が地表最大加速度 50cm/s2 程度で液状化・流動破壊を起こ

した 54)。図 10(a), (b)には地盤調査に基づく 2 か所（調査地

点 1，7）の地盤モデルを示す。この液状化地点から約 10km

離れた K-NET 北見 EW の図 10(c)に示す地表波を

Vs=350m/s の基盤に引き戻して入力した。 

表 2 に示すように応力法や非線形有効応力解析も含め

実際に起きていた液状化を予測したのはエネルギーB 法

と応力法の港湾基準（等価加速度と等価 N 値からなる設

計用チャートを用いている）のみであった。 

エネルギーB 法については，地盤の上昇波動エネルギー

の定量値を直接比較に用いていることがこのような小加

速度でありながらある程度のエネルギーを持つ地震動に

よる液状化可能性を評価できた理由と考えられる 11)。 

設計用チャートを用いる港湾基準は別として，他の応力

法では R 側と L 側の応力を対比するため極めて低い加速

度値が適用範囲外となったと思われる。また有効応力解析

については，非常に小さな応力振幅レベルでのダイレイタ

 
図 9．均質地盤モデル 11)：(a)モデル地盤，(b)基盤から入力した

2 種類の地震波（I-I-1，II-I-1） 
 

 
表 1. 仮想均質地盤でのエネルギー法と応力法の比較結果 11) 

 

γ Ｎ1値 Ｆ c R L20 ∑ΔW /σ '
c0 V s

GL-m kN/m3 % m/s

1.00 8.0 0.0

2.00
3.00 8.0 0.0 0.202 0.033
4.00
5.00 8.0 0.0 0.202 0.033
6.00
7.00 8.0 0.0 0.202 0.033
8.00
9.00 8.0 0.0 0.202 0.033

10.00

地層

区分
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Layer

140
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160
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18.62
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2 ）

‐1000

‐500

0

500

1000

0 50 100
‐1000

‐500

0

500

1000

0 10 20

Ⅱ Ⅰ １

時間（s) 時間（s)

道路橋示方書タイプ-I
（I-I-1）

道路橋示方書タイプ-II
（II-I-1）

(a)

(b)

N1値

層名 深度（m)
A法

G/G0=100%
B法

C法
a)法

道路橋 建築基礎 港湾

L2 2～4 ○ ○ ○ ○ ○ ○
L3 4～6 ○ ○ ○ ○ ○ ○
L4 6～8 ○ ○ ○ ○ ○ ○
L5 8～10 ○ ○ ○ ○ ○ ○

層名 深度（m) A法 B法 C法 道路橋 建築基礎 港湾

L2 2～4 ○ ○ ○ ○ ○
L3 4～6 ○ ○ ○ ○ ○
L4 6～8 ○ ○ ○ ○ ○
L5 8～10 ○ ○ ○ ○ ○

層名 深度（m) A法 B法 C法 道路橋 建築基礎 港湾

L2 2～4 ○ ○
L3 4～6 ○
L4 6～8 ○
L5 8～10 ○

層名 深度（m)
A法

G/G0=100%
B法

C法
a)法

道路橋 建築基礎 港湾

L2 2～4 ○ ○ ○ ○ ○ ○
L3 4～6 ○ ○ ○ ○ ○ ○
L4 6～8 ○ ○ ○ ○ ○ ○
L5 8～10 ○ ○ ○ ○ ○ ○

層名 深度（m) A法 B法 C法 道路橋 建築基礎 港湾

L2 2～4 ○ ○ ○ ○ ○
L3 4～6 ○ ○ ○ ○ ○
L4 6～8 ○ ○ ○ ○
L5 8～10 ○ ○ ○ ○

層名 深度（m) A法 B法 C法 道路橋 建築基礎 港湾

L2 2～4 ○ ○
L3 4～6 ○ ○ ○
L4 6～8 ○ ○ ○
L5 8～10 ○ ○ ○

注：○ 液状化可能性あり

II-I-1波形　(入力振幅0.5倍）
エネルギー法 応力法

II-I-1波形　(入力振幅0.2倍）
エネルギー法

I-I-1波形　(入力振幅1.0倍）

I-I-1波形　(入力振幅0.5倍）

エネルギー法 応力法

エネルギー法 応力法

応力法

I-I-1波形　(入力振幅0.2倍）

エネルギー法

II-I-1波形　(入力振幅1.0倍）

応力法

エネルギー法 応力法

 
図 10. 端野町での地盤モデルと地震動記録 11)： 

(a) 調査点 1，(b) 調査点 7 での地盤モデル，(c) K-NET 北見記録 
 

γ Ｎ1値 Ｆ c R L20 ∑ΔW /σ '
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ンシ―モデル適用性の吟味が十分でないことが液状化を

再現できなかった理由と考えられる 11)。 

 

3) 東北地方太平洋沖地震浦安市舞浜地点 

2011 年東北地方太平洋沖地震（MJ=9.0）の際に液状化し

た浦安市舞浜二丁目地先の首都高速道路の高架脇のボー

リング調査データ 42)を用いて図 11(a)の地盤モデルを作成

した。この地点は地震によって噴砂に覆われ橋脚基礎の抜

け上がりが 17cm 程度確認されていた 42)。 

この地盤に 2.5km ほど離れた非液状化地盤で記録され

た K-NET 浦安 EW の地表波（図 11(b)参照）を Vs=300m/s

の基盤に引き戻し入力した。 

表 3 のようにエネルギー法のうち B 法については埋立

層(Rs)と沖積砂層（As）浅部の液状化を予測し，応力法の

一部や有効応力解析の予測とも整合した。この層での液状

化発生は地震後の地質調査 55)とも整合している。しかしエ

ネルギー法の A・B・C の間では評価に開きが生じた。一

方，As 層深部については応力法の一部以外は液状化を予

測せず，エネルギー法，応力法の多くと有効応力解析の評

価がかなり整合した結果となった。 

 

4) 評価結果のまとめ 

これらの結果を参考にエネルギー法の特徴と検討課題

を考える。エネルギー法では現在実務に使われている応力

法のように加速度値とその変換係数に依存することなく，

R 側については累積損失エネルギーΣΔW により一意的に

液状化挙動を評価できるが，ΣΔW を賄うことのできる L

側の波動エネルギーの評価が重要であることが明らかと

なった。 

A法については地盤応答解析を用いて算定される ΣWか

ら ΣΔW を評価する 32)ため波動エネルギーを直接扱わずに

済むが，その際用いるパラメータの剛性比 G/G0 や等価減

衰定数が適切な評価結果を得るための鍵であり，今後実用

的に使うためには地盤特性に応じて液状化挙動を適切に

再現できるこれらパラメータの設定についてガイドライ

ンを明示する必要がある。 

B 法については波動論により上昇波エネルギーEu の算

定法や液状化予測における ΣΔW との対比法さらにその理

論的根拠も示されている一方で，実際問題への適用におい

て簡素化を図るため現象の大胆な近似がされている 41)。今

後適用例を増やしていきながら，この近似の妥当性を調べ

信頼性の向上を図っていく必要がある。 

C 法については，まず波動エネルギーを剛基盤上の地盤

モデルに入力しており，モデル各要素へのエネルギーの分

配割合を初期有効拘束圧と基準ひずみにより決定してい

る。この過程でエネルギースペクトルを用いるためその固

有周期を 2 通りの方法（a・b 法）で決めている 19) 20) 21)。

このように様々な仮定を導入しているため，今後実用度を

高めるには既往液状化履歴などとの比較データの蓄積に

よりこれらの仮定条件の適用性を実証することが必要と

思われる。 

表 2. 端野町でのエネルギー法と応力法の比較結果 11) 

 
 

 
図 11. 浦安舞浜での地盤モデル(a)と入力加速度波(b) 11) 

 
表 3. 浦安舞浜でのエネルギー法と応力法の比較結果 11) 

 

層名 深度（m) A法 B法 C法 道路橋 建築基礎 港湾

L2 1～2 ○ ○
L3 2～3 ○ ○
L4 3～4

L5 4～5

層名 深度（m) A法 B法 C法 道路橋 建築基礎 港湾

L2 2～3 ○ ○
L3 3～4 ○ ○
L4 4～5 ○
L5 5～6 ○
L６ 6～7

調査地点7

エネルギー法

注：○ 液状化可能性あり

簡易応力法

簡易応力法

有効応
力解析

有効応
力解析

調査地点1

エネルギー法

γ Ｎ1値 Ｆ c R L20 ∑ΔW /σ '
c0 V s

GL-m kN/m3 % m/s

1.50

3.10

4.00
4.33 3.4 25.5 0.211 0.078
5.30 20.9 20.1 (0.211) (0.078)
5.90

Ac1-1
7.30

15.20 155

8.30 10.7 10.1 0.164 0.026
9.30 16.2 12.9 0.263 0.310

10.30 18.2 8.4 0.303 0.237
11.30 11.0 12.0 0.323 0.141
12.30 10.5 12.0 0.323 0.141
13.33 4.3 (0.323) (0.141)
14.31 2.3 (0.323) (0.141)
15.30 1.5 (0.323) (0.141)
16.30 2.6 (0.323) (0.141)
16.40

Ac1-2
36.00

17.00 155

Ac2
51.00

17.00 155

基盤 68.00
19.60 300

150

150

150

170

括弧内は試験結果がないことから，隣接する深度の試験結果を採用した。

地層

区分

18.50

▽地下水位

16.50

16.50

18.30

As

Rs

B

Rc

‐200

‐150

‐100

‐50

0

50

100

150

200

0 50 100 150 200 250 300

(a)

(b)

加
速

度
（

cm
/s

2 ）

時間（s)

K-NET 浦安 EW

N1値

層名 深度（m) A法 B法 C法 道路橋 建築基礎 港湾

Rc 3.1～4.0

Rs 4.0～5.9 ○ ○ ○
Ac1-1 5.9～7.3

7.3～9.0 ○ ○ ○ ○
9.0～10.0 ○ ○ ○
10.0～11.0 ○ ○
11.0～12.0

12.0～13.0

13.0～14.0 ○
14.0～15.0 ○
15.0～16.0 ○
16.0～16.4 ○

注：○ 液状化可能性あり、

エネルギーB法については，報告書11)では一部不適切であった層分割を修正。

エネルギー法 簡易応力法 有効応力
解析

As
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今回，実務で使われている有効応力解析法とエネルギー

法との比較も試みた。端野町では実際の液状化発生を予測

できたエネルギーB 法との整合性は確認できなかったも

のの，浦安舞浜地点ではエネルギーB 法と地震後の地盤調

査での液状化層の確認結果も含め良い一致度が確認され

た。その一方で，エネルギーB 法ではエネルギー値により

液状化予測しているのに対し，今回用いた有効応力非線形

解析法では水圧上昇率（ru=0.90）により液状化予測するこ

ととなっている 53)。液状化挙動での損失エネルギーの一意

性を前提に，有効応力解析においてもエネルギー値により

液状化予測する場合にエネルギーB 法の結果とどの程度

整合するかについては別途検討が必要と思われる。 

 

7. まとめと今後の課題 

 

エネルギーによる液状化予測法については，特に R 側で

の多くの既往研究により累積損失エネルギーと水圧上昇，

発生ひずみの間に波形の違いに依らないほぼ一意的関係

が主に室内調整試料について示されてきた。 

これに対し今回の委員会では，原地盤からのコア採取試

料による大量の液状化試験データに基づく検討が加えら

れた。その結果，三軸試験では同一の試料でも応力振幅が

大きいものほど液状化に至るまでの累積損失エネルギー

が小さくなり，特に液状化強度の大きな材料ではエネルギ

ーの一意性が成り立ちにくいような結果となることが分

かった。しかし原地盤の応力状態に近い繰返し単純せん断

試験ではエネルギー一意性が成立することが確認できる

ため，これは三軸試験の宿命である伸張方向へ偏ったひず

み発生が原因であると考えられる。このひずみの偏りの要

因を考慮して試験結果を補正することにより，多岐にわた

る地盤材料の三軸試験結果について累積損失エネルギー

と応力法での液状化強度とのほぼ一意的関係が成り立つ

ことが示された。 

また規則波のみでなく不規則地震波についてもエネル

ギー一意性は少なくとも初期液状化時点までは確認され

た。さらに大ひずみ領域については波形固有の不規則性に

よる変動は大きくなるものの，設計的裕度に含めて考える

べき範囲であると思われる。また，応力法での液状化強度

と対応する累積損失エネルギーの間にも明瞭な相関関係

が例えば式(3)のように見いだされ，エネルギー法を採用す

る R 側の条件は整えられた。このようにエネルギー容量

（R 側）については加速度振幅，波数・継続時間や個別波

形の特殊性など煩雑な情報を必要としないエネルギー法

の優位性は十分明らかにされた。 

次に，原地盤において R 側エネルギーを L 側の地震波

動エネルギーとどのように対比するかについて，3 種類の

液状化予測法（A・B・C 法）を取り上げ比較検討を行った。

これにはまず L 側エネルギーを如何に評価するかが関わ

るため，その定義法と実地盤での計算例を示した。いずれ

の方法でも R 側と L 側のエネルギーを比較することは同

じであるが，数値解析の中で間接的に比較する場合と定量

値を直接比較する場合に分かれる。 

これら 3 種類のエネルギー法について，2 種類の地震動

を仮想均質地盤モデルに入力したところ，地震動が液状化

強度に比して十分大きくすべてについて液状化する結果

が得られ現行の応力法とも整合した。一方入力振幅を 0.5

倍・0.2 倍と減少させた場合には応力法と整合せず，エネ

ルギー法では相互に食違いが生ずるものの，波動エネルギ

ーの大きな入力波の方が応力法に比べて液状化し易い共

通的傾向が認められた。 

またエネルギー法を 2003 年十勝沖地震（MJ=8.0）で地

表最大加速度 50cm/s2 程度で液状化した地点に適用したと

ころ，地盤（浅部）での液状化を予測したのはエネルギー

B 法のみで，地盤からの入力波動エネルギーを直接 R 側と

定量比較する方法の優位性が示されたと考えられる。 

さらに，エネルギー法を 2011 年東北地方太平洋沖地震

（MJ=9.0）の際に液状化した浦安市舞浜地点に適用した。

エネルギーB 法が埋立層と沖積砂層の液状化を予測し，幾

つかの応力法と有効応力解析の予測と整合し，さらに地震

後の現場での調査結果とも調和的であった。 

以上の液状化予測法の比較検討から全体的に明らかに

なったこととして，応力法は加速度値に圧倒的に依存する

のに対し，エネルギー法は同程度の加速度でも波動エネル

ギーの大小によって評価結果に大きな差が現れる点であ

る。エネルギー法では加速度値に直接支配されず，累積損

失エネルギーΣΔW により一意的に液状化挙動を評価でき

る。ただし現状ではエネルギー法相互間の食い違いも目立

ち，それを埋めていくには ΣΔW を賄う L 側エネルギーの

評価と R 側との比較法についてさらなる吟味が必要であ

ることが今回の比較検討で改めて明らかとなった。 

未だ適用例の少ないエネルギー法であり，今後既往液状

化事例や模型実験などとの比較による実証データを積み

重ねていく必要がある。このため特に応力法との比較を含

め既往液状化事例，模型実験による実証的研究や砂の構成

式をできるだけ忠実に再現できる逐次非線形有効応力解

析との比較研究が必要である。 

 

今回の委員会活動では以上で述べた以外にも，損失エネ

ルギーのせん断剛性低下率 G/G0や体積ひずみ εvなどとの

相関についても多数の原位置コア採取試料の試験データ

に基づいた整理を行った。未だ検討が十分でない面もある

が，損失エネルギーをパラメータとした G/G0や εv などの

一意的評価の可能性が示され，今後さらにデータ収集・分

析が進められることを期待したい。 

また液状化予測に留まらず，液状化を考慮した構造物設

計においても，液状化関連の設計で必要となる定数（地盤

剛性・バネ定数・沈下量・残留強度など）の累積損失エネ

ルギーによる評価式を提案していくことも重要である。こ

れらはエネルギーの連続関数として与えられるため，応力

法の FL，PL や水圧上昇率などで設計定数を不連続的に変

化させる現行の設計法に代わる合理的方法を提供するこ

とが期待できる。 
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Abstract 
It is widely recognized that liquefaction behavior is more closely correlated to dissipated energy than 
to applied stress, and hence Energy-Based Method (EBM) for liquefaction evaluation seems promising 
though Stress-Based Method (SBM) is exclusively used worldwide.  With this background, a research 
committee on EBM for liquefaction was held in the Japanese Geotechnical Society probably as a first 
endeavor in the world.  In this article, as the first paper in a special volume edited by the committee, 
a perspective on energy-based liquefaction interpretations is summarized based on the committee report 
together with a personal view of the author.  Among the major findings, test results on various intact 
soils sampled in situ demonstrate that cumulative dissipated energy can uniquely determine pore-
pressure buildup and induced strain regardless of cyclic loading histories, and correlate with CRR in 
SBM uniquely again irrespective of soil properties.  Liquefaction evaluations are implemented for a 
hypothetical uniform sand layer as well as two case history soil layers by employing three different 
EBMs available in Japan wherein the cumulative dissipated energy is compared with earthquake wave 
energy at each soil layer.  The comparative study reveals in general that the EBM can predict 
liquefaction behavior without worrying about the variability of earthquake waves unlike the SBM, 
though there still remain differences in the evaluations among the three EBMs to be studied further.  
Considering the great advantage of EBM over SBM, it is strongly recommended to be employed in 
engineering practice. 
 
Key words: dissipated energy, earthquake wave energy, induced strain, triaxial test, in situ sample 
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